
艦補処公示０５第１６号 

令 和 ５ 年 ２ 月 １ 日 

 

自衛艦搭載武器等の部品調達（製造）（通信電子の部）契約希望者募集要項（公募） 

 

令和５年度、６年度、７年度における自衛艦搭載武器等の部品調達（製造）（通信電子の部）の

契約について公募を実施するので、参加希望者は、下記に基づき資料等を提出して下さい。 

 

                        （公募実施権者） 

分任支出負担行為担当官 

海上自衛隊艦船補給処管理部長 

 

記 

 

１ 調達品目 

  別紙のとおり。 

２ 公募に応募できる者の資格 

  応募できる者は、次に掲げる事項のすべてに該当する者とする。 

（１） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）第７０条の

規定に該当しない者であること。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２） 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３） 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は海上幕僚長から「装備品等及

び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者で

ないこと。 

（４） 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行

が確保される者 

（５） 応募時点において有効な競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」の資格を有する

か、申請中の場合は資格決定後、速やかに提出できる者 

（６） 当該部品製造に必要な次の設備又は同等の設備を有すること。 

ア 対象とする部品の製造に必要な生産設備 

イ 計測器、試験装置及び専用治工具類を有し、検査等に必要な設備 

（７） 当該部品製造の実施に関し、必要な次の体制・能力を有すること。 

ア 応募する品目及び接続機器が必要とする規格、品質により製造が可能であること。 

イ 特許等工業所有権が必要な場合は、当該特許等工業所有権を契約履行時に使用可能であ 

ること。 

ウ 当該部品製造に対応した能力を有する所要の技術者が確保されていること。 

エ 当該部品製造に対応した防衛省規格及びＪＩＳ規格等の品質管理能力 

オ 関係法令等に適合した安全管理体制 

（８） 法令の許可 



 別紙に掲げる「備考」の欄に指定がなされている場合は、応募現在当該法規等の許可を受

けているか、履行までに確実に許可を受けられる者 

（９）納入後の不具合発生時、迅速かつ、継続的に対応可能であること。 

 

３ 参加表明 

応募する者は、別紙様式第１に示す「参加表明書」及び第１号、第２号に掲げる資料並びに

次項に掲げる設備及び体制等を証明する資料（以下「技術資料」という。）を提出しなければな

らない。ただし、前年度に同一の資料を提出した者で、本年度においても変更がない場合は、

その旨の書面を提出することで資料の提出を省略することができる。 

（１）資格審査結果通知書（写し） 

（２）会社の財政状況・経営成績を証する書類（直近の決算期における有価証券報告書、監査報

告書及び会計監査人設置会社にあっては、会計監査報告書並びに内部統制システム整備状況

の概要） 

 

４ 技術資料の提出 

（１）応募時の提出 

   次に示す項目について、提出するものとする。ただし、前年度に同一の資料を提出した者

で、本年度の資料に変更がない又は部分的な変更のみである場合は、変更がない旨の書面又

は変更となった部分を明記した書面及び変更部分に係る技術資料を提出することでイからオ

に示す資料の提出を省略することができる。 

ア 調達しようとする物品又は同等品を過去に納入した一覧表（記入例：別紙様式第２） 

及び契約書（契約条項及び仕様書は除く。）の写し。（直近の過去５年間における最新の５件。

ただし、それに満たない場合は該当期間中の全件とし、実績がない場合は、省略できる。） 

イ 当該部品製造に必要な次の設備又は同等の設備を有することを証明できる資料 

（ア） 対象とする部品の製造に必要な生産設備 

（イ） 計測器、試験装置及び専用治工具類を有し、検査等に必要な設備 

ウ 当該部品製造の実施に関し、必要な次の体制・能力を有することを証明できる資料 

（ア） 応募する品目及び接続機器が必要とする規格、品質により製造が可能であること。 

（イ） 特許等工業所有権が必要な場合は、当該特許等工業所有権を契約履行時に使用可能であ 

ること。 

（ウ） 当該部品製造に対応した能力を有する所要の技術者が確保されていること。 

（エ） 当該部品製造に対応した防衛省規格及びＪＩＳ規格等の品質管理能力を有すること。 

（オ） 関係法令等に適合した安全管理体制を有すること。 

エ 別紙に掲げる「備考」の欄に指定がなされている場合は、応募現在、当該法規等の許可を

受けているか、履行までに確実に許可を受けられることを証明できる資料 

オ 納入後の不具合発生時、迅速かつ、継続的に対応可能であることを証明できる資料 
（２）対象期間内の提出 
   複数年度の調達に係る公募の結果、合格の結果通知書を受けた者は、対象期間内の各年 

度の開始前までに提出済みの技術資料の変更の有無について明記した書面及び変更部分に 
係る技術資料を提出しなければならない。 

（３）その他 
  艦船補給処が実施した別件の公募において、提出した資料のうち同一の資料がある場合 
は、当該同一資料の提出は省略することができる。 



 
５ 参加表明書及び技術資料の提出先等 
（１）提出先 

海上自衛隊艦船補給処管理部契約課 

〒２３７－００７１ 

横須賀市田浦港町無番地 

０４６－８２２－３５００（内線６３１５） 

（２）提出期間 

令和５年２月１日（水）～令和５年３月３日（金） 

なお、上記の期間にかかわらず新たに体制、設備が整った場合は参加表明することができ

る。ただし、希望する調達品目の調達に間に合わないことがある。 

（３）提出方法 

   直接持参又は郵送 

  ア 窓口：海上自衛隊艦船補給処管理部契約課 

 イ 時間：直接持参する場合は土、日及び祝日を除く毎日、午前８時から午後４時４５分ま

で、ただし、正午から午後１時までの時間を除く。 

（４）提出部数 

参加表明書、技術資料各１部 

（５）募集期間内であっても、当該公募に係る調達が終了していることがある。 
 

６ 技術資料の審査等 

（１）技術資料の提出者は、技術審査を行う部隊・機関の担当者から提出資料について説明を求

められた場合には、協力しなければならない。 

（２）技術資料の提出者は、技術審査を行う部隊・機関の担当者から検査・修理設備及び体制等

の調査のために協力依頼があった場合には、当該工場等（下請負者の工場等を含む）への立

ち入りを含め、調査に協力しなければならない。 

 

７ 応募者に対する審査結果の通知 

  公募実施権者は、資格審査結果及び技術審査結果を、応募者に対し通知する。 

 

８ 疑義の申立 

（１）審査結果に疑義のある者は、分任支出負担行為担当官に対して、当該疑義の内容について、

審査結果の通知を受理した日の翌日から起算して５日（土、日及び祝日を除く。）以内に書面

をもって申し立てることができる。 

  ア 窓口：海上自衛隊艦船補給処管理部契約課 

  イ 時間：直接持参する場合は土、日及び祝日を除く毎日、午前８時から午後４時４５分ま 

で、ただし、正午から午後１時までの時間を除く。 

（２）分任支出負担行為担当官は、疑義について説明を求められたときは、疑義の申し立ての書

面を受理した日の翌日から起算して５日（土、日及び祝日を除く。）以内に説明を求められた

者に対して書面により回答する。 

（３）疑義の再申し立てについては、書面による回答を受領した日から３日（土、日及び祝日を

除く。）以内に書面をもって申し立てることができ、分任支出負担行為担当官は、疑義の再申



し立ての書面を受理した日の翌日から起算して３日（土、日及び祝日を除く。）以内に説明を

求めた者に対して書面により回答する。 

 

９ 応募に当たっての留意事項 

（１）応募者は応募に当たり次の各号について同意した上で応募するものとする。 

ア 提出資料に虚偽の記載をした者の応募は無効とする。 

イ 正当な理由がなく資料を提出しなかった者、業態調査に協力しなかった又は妨害した者

の応募は無効とする。 

ウ 審査後、資料に虚偽の記載が判明した場合、他の調達要求に係る公募又は入札等を停止

することができる。 

エ 資料の作成、提出及び説明会への参加並びに業態調査への協力に要する費用は、応募者

負担とする。 

オ 提出資料は、原則として返却しないものとする。 

カ 提出資料は、他の目的に使用しない。 

  キ 提出資料の内容に変更が生じた場合は、速やかに変更の届出をしなければならない。 

  ク 当該調達品目については、公示時点で調達を予定しているものであり、今後必ず調達が  

あることを保証するものではない。 

（２）資料等の提出にあたっては、製本等、過剰な編てつは不要とする。 

（３）調達品目の仕様に関する問合せを、分任支出負担行為担当官に行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

 

「令和５年度、６年度、７年度における自衛艦搭載武器等の部品調達（製造）（通信電子の部）」 

公  募  件  名  一  覧  表 

 

番号 公 募 件 名 製 造 会 社 名 

 

備   考 

 

1 
空中線整合器ＺＲＡ－１５（ ）用部

品 

ＮＥＣネットワーク・センサ

㈱ 
 

2 無線機ＯＲＣ－２４（ ）用部品 
ＮＥＣネットワーク・センサ

㈱ 
 

3 無線装置ＮＬＲＣ－１４（ ）用部品 
エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ㈱ 
 

4 
艦艇映像伝送装置ＯＸＱ－６（ ）用

部品 

エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ㈱ 
 

5 指令機Ｎ－ＡＭ－３８４用部品 海洋電子工業㈱  

6 指令機ＯＩＴ－１３（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

7 
増幅器Ｎ－ＡＭ－２６５，２６６用部

品 
海洋電子工業㈱  

8 増幅器Ｎ－ＡＭ－３８５用部品 海洋電子工業㈱  

9 
増幅切換器Ｎ－ＳＢ－３６７（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

10 切換器Ｎ－ＳＡ－１９６用部品 海洋電子工業㈱  

11 切換器Ｎ－ＳＢ－３４９（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

12 
切換器Ｎ－ＳＢ－３６３（ ），３６

４（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

13 
信号分配増幅器Ｎ－ＡＭ－４０８

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

14 
信号変換装置ＬＳＱ－１２（ ）用部

品 
海洋電子工業㈱  

15 
信号変換器Ｎ－ＣＶ－４０３（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  



16 
信号変換器Ｎ－ＣＶ－４６０（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

17 
信号変換器Ｎ－ＣＶ－４６１（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

18 分配器Ｎ－ＡＭ－４０９（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

19 連接器Ｋ－ＣＵ－０２０用部品 海洋電子工業㈱  

20 連接器Ｋ－ＣＵ－０２１用部品 海洋電子工業㈱  

21 管制装置ＬＳＷ－１９（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

22 管制装置ＬＳＷ－５１～５５用部品 海洋電子工業㈱  

23 
ビデオ信号切換器Ｎ－ＳＢ－３９４

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

24 
ビデオ信号切換器Ｎ－ＳＢ－３９５

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

25 
ビデオ信号切換器Ｎ－ＳＢ－３９６

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

26 
ビデオ信号切換器Ｎ－ＳＢ－３９７

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

27 
操作制御器Ｎ－Ｃ－１３５３（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

28 
操作制御付加器Ｎ－ＣＶ－４０９（ ）

用部品 
海洋電子工業㈱  

29 監視表示器Ｎ－ＩＤ－１９２用部品 海洋電子工業㈱  

30 収容架Ｋ－ＭＸ－０６４用部品 海洋電子工業㈱  

31 収容架Ｋ－ＭＸ－０６５用部品 海洋電子工業㈱  

32 通信架Ｎ－ＭＸ－３４９( )用部品 海洋電子工業㈱  

33 
交話器Ｎ－Ｃ－１３５４（ ）～１３

５６（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

34 端末Ｎ－Ｃ－１５２２（ ）用部品 海洋電子工業㈱  



35 
ＢＦＥＭ連接付加器Ｎ－ＣＶ－４０

２（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

36 
ジャック箱Ｎ－Ｊ－２４４（ ）～２

４６（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

37 
インターフェース試験器Ｎ－ＴＳ－

４７７（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

38 
信号分配増幅器Ｎ－ＡＭ－３４７( )

用部品 
海洋電子工業㈱  

39 
無線架装置Ｎ－ＭＸ－２１０（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

40 
テレタイプ架装置Ｎ－ＭＸ－２１１

（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

41 
通信架装置Ｎ－ＭＸ－２１２（ ）用

部品 
海洋電子工業㈱  

42 
通信機器用無停電電源装置Ｋ－ＰＰ

－０１６（ ）用部品 
海洋電子工業㈱  

43 集線機Ｎ－ＳＢ－４１５（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

44 集線機Ｎ－ＳＢ－４１６（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

45 集線機Ｎ－ＳＢ－４１７（ ）用部品 海洋電子工業㈱  

46 切換盤ＴＮＲ－１７６７Ａ用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

47 切換盤ＴＮＲ－１７６８Ａ用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

48 切換盤ＴＮＲ－１８１４Ａ用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

49 切換盤ＴＮＲ－１８１５Ａ用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

50 切換器Ｎ－ＳＡ－１６５（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

51 切換器Ｎ－ＳＡ－１８２（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

52 切換器Ｎ－ＳＢ－２６３（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

53 
切換器Ｎ－ＳＢ－２９４（ ），２９

５（ ），３５８（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  



54 
切換器Ｎ－ＳＢ－３２７（ ），３２

８（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

55 管制器Ｎ－Ｃ－７４６（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

56 管制器Ｎ－Ｃ－１３０３（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

57 管制器Ｎ－Ｃ－１３２２（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

58 管制器Ｎ－Ｃ－１５１８（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

59 管制切換器用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

60 
ＬＳＯ用管制器Ｎ－Ｃ－９５０（ ）

用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

61 
ＬＳＯ用管制器Ｎ－Ｃ－１２０３

（ ）用部品  
ジェイ・アール・シー特機㈱  

62 
ＬＳＯ用管制制御器Ｎ－Ｃ－１５１

７（ ）用部品  
ジェイ・アール・シー特機㈱  

63 
ＬＳＯ用交話器Ｎ－Ｃ－１３２５

（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

64 
交話管制器Ｎ－Ｃ－１２４５（ ）用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

65 
交話機ＯＩＣ－２７Ｂ用空中線（４Ｍ

Ｃ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

66 
交話装置ＯＩＣ－３５（ ），３９（ ）

用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

67 制御器Ｎ－Ｃ－１２４８（ ）用部品   ジェイ・アール・シー特機㈱  

68 
電源整流器Ｎ－ＰＰ－２０９（ ）用

部品  
ジェイ・アール・シー特機㈱  

69 電源整流器Ｎ－ＰＰ－６４４用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

70 受話器Ｎ－Ｈ－４（ ）用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

71 送受器Ｎ－Ｈ－５３( )用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

72 回線切換器Ｎ－ＳＢ－３８０用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  



73 回線選択器用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

74 
飛行管制盤管制器Ｎ－Ｃ－８８６

（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

75 
無線通信制御装置ＯＳＷ－１０（ ）

用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

76 
通信管制装置ＯＳＷ－２０（ ）用部

品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

77 
多極転換器Ｎ－ＳＡ－２０９（ ）～

２１１（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

78 
多極転換器Ｎ－ＳＡ－２３７（ ）用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

79 
レコーダＮ－ＲＤ－９６（ ）～９８

（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

80 
レーダ交換機Ｎ－ＳＢ－２２０（ ）

用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

81 
総合切換器Ｎ－ＳＢ－２６２（ ）用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

82 
秘話装置切替盤Ｎ－ＳＢ－３１９用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

83 
艦位情報切換器Ｎ－ＳＢ－３３０

（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

84 
ビデオ信号処理装置ＯＰＰ－２（ ）

～４（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

85 
艦内通信切換制御装置ＯＴＱ－１

（ ），２（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

86 
ネットワーク通信装置ＯＹＱ－３２

（ ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

87 
艦内巡視及び上甲板系交話装置（４Ｍ

Ｃ）用部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

88 航空管制用管制器用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

89 
通信指揮卓Ｎ－ＭＸ－３６５（ ）用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

90 緊急交話装置用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

91 司令官用管制盤用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  



92 ＩＰ交話管制器用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

93 揚収甲板作業系交話装置用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

94 衛星通信装置ＮＯＲＱ－１用部品 ジェイ・アール・シー特機㈱  

95 
情報表示盤Ｎ－ＩＤ－２２９（ ）用

部品 
ジェイ・アール・シー特機㈱  

96 
艦船用情報収集装置ＯＬＲ－１６( )

用部品 
東芝㈱  

97 レーダＯＰＳ－４８（ ）用部品 東芝インフラシステムズ㈱  

98 
洋上ターミナルＯＹＱ－５１（ ）用

部品 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ  

99 
洋上ターミナルＯＹＱ－６１（ ）用

部品 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ  

100 
洋上ターミナルＯＹＱ－７１（ ）用

部品 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ  

101 
洋上ターミナルＺＹＱ－４１（ ）用

部品 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ  

102 
無線機ＲＲＣ－１５（ ），２２（ ）

用部品 
㈱海洋テクノ  

103 散水制御器用部品 ムサシノ機器㈱  

104 符号変換装置ＮＬＳＣ－１Ｂ用部品 ㈱光電製作所  

105 符号変更機ＬＳＣ－８（ ）用部品 ㈱光電製作所  

106 符号変更機ＹＳＣ－９（ ）用部品 ㈱光電製作所  

107 秘匿装置ＹＳＣ－２４（ ）用部品 ㈱光電製作所  

108 印刷電信機ＯＧＣ－８（ ）用部品 ㈱光電製作所  

109 レーダＯＰＳ－２９（ ）用部品 ㈱光電製作所  

110 秘匿装置ＹＳＣ－２７（ ）用部品 ㈱光電製作所  



111 秘匿装置ＹＳＣ－３０（ ）用部品 ㈱光電製作所  

112 
自動巻出巻取装置ＺＲＡ－１４( )

用部品 
㈱神戸製鋼所  

113 書込器Ｎ－ＲＯ－１６０用部品 ㈱鶴見精機  

114 
印刷電信送信付加機ＬＧＡ－３（ ）

用部品 
㈱日立国際電気  

115 信号連接装置Ｎ－Ｃ－９９０用部品 ㈱日立国際電気  

116 
変復調器Ｎ－ＣＶ－１９３（ ）用部

品 
㈱日立国際電気  

117 
符号変更機付加器ＬＧＡ－１０２用

部品 
㈱日立国際電気  

118 印刷電信機ＬＧＣ－２７（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

119 印刷電信機ＬＧＣ－４０，４１用部品 ㈱日立国際電気  

120 
印刷電信送受信装置ＮＯＧＣ－１

（ ）用部品 
㈱日立国際電気  

121 
印刷電信受信付加器Ｎ－ＣＶ－１８

８（ ）用部品 
㈱日立国際電気  

122 
印刷電信受信付加機Ｎ－ＣＶ－３３

９，３４０用部品 
㈱日立国際電気  

123 空中線Ｎ－ＡＳ－３２３用部品 ㈱日立国際電気  

124 
空中線共用器Ｎ－ＣＵ－２１９用部

品 
㈱日立国際電気  

125 
空中線共用器Ｎ－ＣＵ－２３７用部

品 
㈱日立国際電気  

126 空中線共用器ＯＲＡ－５用部品 ㈱日立国際電気  

127 
空中線共用器ＯＲＡ－２０（ ）用部

品 
㈱日立国際電気  

128 
音声処理装置ＨＳＣ－１５（ ）用部

品 
㈱日立国際電気  

129 
音声処理装置ＨＳＣ－１９－３用部

品 
㈱日立国際電気  



130 遠隔制御付加機ＬＳＷ－４９用部品 ㈱日立国際電気  

131 
遠隔制御付加機ＬＳＷ－５７（ ）用

部品 
㈱日立国際電気  

132 
遠隔制御付加装置ＮＬＳＷ－４用部

品 
㈱日立国際電気  

133 付加器材Ｎ－ＣＶ－４０１用部品 ㈱日立国際電気  

134 
変調付加機Ｎ－ＣＶ－１３０（ ）用

部品 
㈱日立国際電気  

135 
広帯域付加器Ｎ－ＣＶ－１８２Ｂ用

部品 
㈱日立国際電気  

136 
広帯域受信機ＯＲＲ－１３（ ），１

４（ ）用部品 
㈱日立国際電気  

137 
信号変換機Ｎ－ＣＶ－３９７（ ）用

部品 
㈱日立国際電気  

138 送信付加装置ＮＬＧＴ－３，４用部品 ㈱日立国際電気  

139 付加機Ｎ－ＣＶ－２８４用部品 ㈱日立国際電気  

140 
移動用多重通信装置ＥＲＣ－１９用

部品 
㈱日立国際電気  

141 無線機ＥＲＣ－１４（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

142 無線機ＥＲＣ－１６（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

143 無線機ＥＲＣ－２４（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

144 無線機ＬＲＣ－１９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

145 無線機ＬＲＣ－２９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

146 無線機ＯＲＣ－３９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

147 無線装置ＮＬＲＣ－１３（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

148 受信装置ＮＬＲＲ－２１用部品 ㈱日立国際電気  



149 多変調無線器材用部品 ㈱日立国際電気  

150 通信訓練管制卓用部品 ㈱日立国際電気  

151 無線装置ＮＯＲＣ－５０（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

152 
洋上無線ルータＯＲＱ－２（ ）用部

品 
㈱日立国際電気  

153 印刷電信機ＯＧＣ－２６（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

154 送信機ＬＲＴ－２０( ) 用部品 ㈱日立国際電気  

155 送信機ＬＲＴ－３５（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

156 送信機ＯＲＴ－２４（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

157 送信機ＯＲＴ－４９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

158 受信装置ＮＯＧＲ－１１（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

159 受信付加装置Ｎ－ＣＶ－１，２用部品 ㈱日立国際電気  

160 
受信付加装置Ｎ－ＣＶ－３４（ ）用

部品 
㈱日立国際電気  

161 受信機ＯＲＲ－２８（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

162 受信機ＯＲＲ－２９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

163 
送信機ＬＲＴ－７（ ），８（ ）用部

品 
㈱日立国際電気  

164 送信機ＬＲＴ－９Ｃ（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

165 送信機ＬＲＴ－３３（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

166 模写受信機ＯＸＨ－６Ｆ－１用部品 古野電気㈱  

167 
船舶自動識別装置ＯＰＸ－１Ｂ用部

品 
古野電気㈱  



168 
船舶自動識別装置ＺＰＸ－１（ ）用

部品 
古野電気㈱  

169 救難受信機ＯＲＲ－１５（ ）用部品 古野電気㈱  

170 レーダＯＰＳ－２９（ ）用部品 古野電気㈱  

171 端末装置ＯＧＱ－１０２（ ）用部品 三菱電機ソフトウエア㈱  

172 
作戦情報処理端末ＬＧＱ－１０２

（ ）用部品 
三菱電機ソフトウエア㈱  

173 
着艦誘導支援装置ＯＪＮ－３（ ）用

部品 
三菱重工業㈱  

174 レーダＯＰＳ－１１Ｃ用部品 三菱電機㈱  

175 レーダＯＰＳ－１４（ ）用部品 三菱電機㈱  

176 
戦術データリンク管制装置ＯＹＱ－

３８（ ）用部品 
三菱電機㈱  

177 電波諸元発生装置用部品 三菱電機㈱  

178 
通信管制連接装置ＯＴＱ－２１（ ）

用部品 
三菱電機㈱  

179 
電波探知妨害装置ＮＯＬＱ－３（ ）

用部品 
三菱電機㈱  

180 
電波探知妨害装置ＮＯＬＱ－２Ｃ用

部品 
三菱電機㈱  

181 管制器Ｎ－Ｃ－３０９（ ）用部品 長野日本無線㈱  

182 管制器Ｎ－Ｃ－８２（ ）用部品 長野日本無線㈱  

183 交話機ＯＩＣ－４（ ）用部品 長野日本無線㈱  

184 
交話機ＯＩＣ－１９（ ）～２１（ ）

用部品 
長野日本無線㈱  

185 交話機ＯＩＣ－２５（ ）用部品 長野日本無線㈱  

186 増幅器Ｎ－ＡＭ－３３８（ ）用部品 長野日本無線㈱  



187 増幅器Ｎ－ＡＭ－２９６用部品 長野日本無線㈱  

188 管制器Ｎ－Ｃ－１８８用部品 長野日本無線㈱  

189 管制器Ｎ－Ｃ－２５８Ｂ用部品 長野日本無線㈱  

190 指令機ＯＩＴ－３（ ）用部品 長野日本無線㈱  

191 
指令機ＯＩＴ－５（ ），６（ ）用

部品 
長野日本無線㈱  

192 
指令機ＯＩＴ－１０（ ），１１（ ）

用部品 
長野日本無線㈱  

193 指令機ＺＩＴ－４（ ）用部品 長野日本無線㈱  

194 管制器１型用部品 長野日本無線㈱  

195 
艇内交話装置ＯＩＣ－２９（ ）用部

品 
長野日本無線㈱  

196 ＤＳＲＶ用艦内交話装置用部品 長野日本無線㈱  

197 増幅器Ｎ－ＡＭ－６４（ ）用部品 長野日本無線㈱  

198 エージング装置用部品 三波工業㈱  

199 
電波探知機試験装置ＮＥＲＭ－１

（ ）用部品 
三波工業㈱  

200 
ホイップ空中線Ｎ－ＡＴ－７０（ ）

用部品 
三波工業㈱  

201 
ホイップ空中線Ｎ－ＡＴ－１０２

（ ）用部品 
三波工業㈱  

202 
ホイップ空中線Ｎ－ＡＴ－１０４

（ ）用部品 
三波工業㈱  

203 
空中線共用器Ｎ－ＣＵ－１６７（ ）

用部品 
三波工業㈱  

204 
空中線共用器Ｎ－ＣＵ－２２８用部

品 
三波工業㈱  

205 
空中線退避信号処理器Ｍ－ＣＰ－１

（ ），２（ ）用部品 
三波工業㈱  



206 空中線Ｎ－ＡＳ－２８７（ ）用部品 三波工業㈱  

207 
レーダ交換機Ｎ－ＳＢ－１９４用部

品 
三波工業㈱  

208 
レーダ交換機Ｎ－ＳＢ－２１５（ ）

用部品 
三波工業㈱  

209 増幅器Ｍ－ＡＭ－７（ ）用部品 三波工業㈱  

210 
ＡＩＳ／ＶＨＦ共用器Ｍ－ＣＵ－８

用部品 
三波工業㈱  

211 
コールサイン表示盤Ｎ－ＭＸ－４６

６（ ）用部品 
三波工業㈱  

212 集線器Ｎ－ＳＢ－３８８－２用部品 三波工業㈱  

213 
受信空中線共用器ＯＲＡ－１９（ ）

用部品 
三波工業㈱  

214 空中線Ｎ－ＡＳ－１０１（ ）用部品 電気興業㈱  

215 空中線Ｎ－ＡＳ－１２１（ ）用部品 電気興業㈱  

216 空中線Ｎ－ＡＳ－１２２（ ）用部品 電気興業㈱  

217 空中線Ｎ－ＡＳ－１２３（ ）用部品 電気興業㈱  

218 標準信号発生器ＹＲＱ－２Ｄ用部品 東京電波㈱  

219 解読機ＹＰＡ－２（ ）用部品 日本電気㈱  

220 
複合通信空中線ＮＯＲＡ－５０( )用

部品 
日本電気㈱  

221 
印刷電信処理装置ＯＧＱ－３（ ）～

５（ ）用部品 
日本電気㈱  

222 
ＩＦＦ処理装置ＮＹＰＸ－３（ ）用

部品 
日本電気㈱  

223 
無線通信装置ＮＬＲＣ－１０（ ）～

１１（ ）用部品 
日本電気㈱  

224 無線機ＲＲＣ－２１（ ）用部品 日本電気㈱  



225 
監視制御通信変換装置ＧＣ－ＤＮ７

０３（ ）用部品 
日本電気㈱  

226 
統合多重化装置ＧＣＴ－ＤＮ７１５

用部品 
日本電気㈱  

227 
通信制御部Ｎ－Ｃ－１４９９（ ）用

部品 
日本電気㈱  

228 付加器Ｎ－ＣＶ－３１６（ ）用部品 日本電気㈱  

229 
衛星通信空中線装置ＮＯＲＡ－７

（ ）用部品 
日本電気㈱  

230 通信端局ＬＳＱ－１（ ）用部品 日本電気㈱  

231 通信端局ＯＳＱ－７（ ）用部品 日本電気㈱  

232 通信端局ＺＳＱ－１（ ）用部品 日本電気㈱  

233 通信端局ＬＳＱ－５（ ）用部品 日本電気㈱  

234 秘話装置ＹＳＣ－１１（ ）用部品 日本電気㈱  

235 秘匿装置ＹＳＣ－１２（ ）用部品 日本電気㈱  

236 秘匿装置ＹＳＣ－１４用部品 日本電気㈱  

237 
秘匿装置ＹＳＣ－２１（ ），２２（ ）

用部品 
日本電気㈱  

238 秘匿装置ＹＳＣ－３２（ ）用部品 日本電気㈱  

239 符号変更機ＨＳＣ－１６用部品 日本電気㈱  

240 監視制御装置ＬＳＷ－２９用部品 日本電気㈱  

241 
衛星通信装置ＬＳＷ－５０（ ）用部

品 
日本電気㈱  

242 
衛星通信統制装置ＬＳＷ－５６（ ）

用部品 
日本電気㈱  

243 
衛星通信装置ＬＳＷ－５８（ ）用部

品 
日本電気㈱  



244 
衛星通信制御装置ＬＳＷ－６５（ ）

用部品 
日本電気㈱  

245 
衛星通信統制装置ＬＳＷ－６７（ ），

６８（ ）用部品 
日本電気㈱  

246 
衛星通信制御装置ＬＳＷ－７３（ ）

用部品 
日本電気㈱  

247 連接装置ＬＳＷ－７４（ ）用部品 日本電気㈱  

248 連接装置ＬＳＷ－７５（ ）用部品 日本電気㈱  

249 
衛星通信統制装置ＬＳＷ－７６（ ）

用部品 
日本電気㈱  

250 
通信制御装置ＬＳＷ－７９（ ）用部

品 
日本電気㈱  

251 
衛星通信制御装置ＯＳＷ－１１（ ）

用部品 
日本電気㈱  

252 
衛星通信制御装置ＯＳＷ－１２（ ）

用部品 
日本電気㈱  

253 
空域監視受信装置ＹＰＸ－４（ ）用

部品 
日本電気㈱  

254 レーダ試験器ＹＰＭ－２１Ｅ用部品 日本電気㈱  

255 試験機ＹＰＭ－１３Ｄ用部品 日本電気㈱  

256 下部接続器１型改（ ）用部品 日本無線㈱  

257 下部接続器Ｂ型改（ ）用部品 日本無線㈱  

258 
衛星データリンク連接装置Ｎ－ＳＡ

－２５２（ ）用部品 
日本電気㈱  

259 
通信統制装置ＯＹＱ－５２（ ）用部

品 
日本電気㈱  

260 
味方識別装置ＮＹＰＸ－２（ ）用部

品 
日本電気㈱  

261 
レーダデータ記録装置ＯＰＨ－１用

部品 
日本無線㈱  

262 ＲＣＳ計測装置用部品 日本無線㈱  



263 レーダＯＰＳ－１８（ ）用部品 日本無線㈱  

264 レーダＯＰＳ－２６（ ）用部品 日本無線㈱  

265 
レーダ信号再生機Ｎ－ＲＤ－４３

（ ）用部品 
日本無線㈱  

266 無線機ＬＲＣ－４０（ ）用部品 日本無線㈱  

267 無線機ＹＲＣ－６（ ）用部品 日本無線㈱  

268 無線機ＯＲＣ－１２（ ）用部品 日本無線㈱  

269 無線機ＯＲＣ－３１Ｂ，３１Ｃ用部品 日本無線㈱  

270 受信機ＯＲＲ－２０（ ）用部品 日本無線㈱  

271 受信機ＯＲＲ－３１（ ）用部品 日本無線㈱  

272 聴守受信機ＯＲＲ－３２（ ）用部品 日本無線㈱  

273 
グループ呼出受信機ＯＲＲ－３３

（ ）用部品 
日本無線㈱  

274 
送信機遠隔制御装置ＬＳＷ－３９用

部品 
日本無線㈱  

275 送信管制装置ＮＬＳＷ－２用部品 日本無線㈱  

276 
送信機制御装置ＮＬＳＷ－４８用部

品 
日本無線㈱  

277 無線機ＯＲＣ－２９（ ）用部品 ㈱日立国際電気  

278 レーダ指示機ＯＰＡ－７( )用部品 三菱電機㈱  

 以 下 余 白   

    

    

 



別紙様式第１ 

年  月  日 

 

分任支出負担行為担当官 

海上自衛隊艦船補給処管理部長 殿 

   

所 在 地 

会 社 名 

代 表 者               

 

参 加 表 明 書 

 

 標記について、下記のとおり応募します。 

 

 

記 

 

艦補処 

公示 05 

第 16号 

(5.2.1) 

番 号 公    募    件    名 

  

  

  

  

  

  

 

添付書類：１ 資格審査結果通知書（写し） 

     ２ 契約実績一覧表 

３ ※ 以下、必要な技術資料を表記する。 

     ４  ・・・・ 

     ５  ・・・・ 

 

 



別紙様式第２ 

契  約  実  績  一  覧  表 

         会社名：             

番号 年度 契 約 件 名 契 約 番 号 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※ ① 過去５年間における受注実績を契約年度順に記載する。 

  ② 契約書又は請書の写しを添付すること。 

    ③ 公示中の別件の公募において、提出した資料がある場合は、備考欄に当該公募案件の公

募番号を記載すること。 

   記入例：艦補処公示０４第１０号の３番の場合  １０－３ 


